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（３） 地域間で大きく異なる人口動向 

① 北部地域（丹後・中丹） 

  ・ 出生率は、京都府平均のみならず、全国平均も上回る水準 

  ・ 一方で、大学進学時を含む１５～１９歳の人口の転出が大きく、２０～２９

歳人口の転入があるものの、全体としては社会減 
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② 中部地域（南丹） 

  ・ 出生率は、京都府平均を上回り、おおむね全国平均前後 

  ・ １９歳以下の人口は転入超過となっているものの、大学卒業時を含む２０～

２４歳の人口の転出が大きく、全体としては社会減 
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④ 南部地域（山城） 

  ・ 出生率は、大半の市町村において京都府平均を上回り、おおむね全国平均前

後。ただし、相楽東部地域においては、全国平均・京都府平均を大きく下回る

水準 

  ・ 乙訓地域、学研地域は全体として社会増であり、特に学研地域では人口が増

加。一方、相楽東部地域はほぼ全年代で転出超過 
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